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1.はじめに

地域通貨は日本において1990年代末に広 く知

られるようになり､今世紀に入り爆発的な広がり

を見せた｡しかし､徐々に経済社会に根付くため

の選択圧が働き､最近は安定期に入っているよう

に見える｡地域通貨の歴史を振り返ってみると､

国家通貨が機能不全に陥る不況期に地域通貨は繁

栄し､政府や中央銀行による禁止や抑圧を受けて

消滅したり､景気回復とともに衰退したりという

循環を繰り返していることがわかるO地域通貨が

再び力を取り戻すのは80年代の資本自由化を待た

なければならない｡欧米ではグローバリゼーショ

ンの到来により資金や雇用を失った地域経済の活

性化の手段であったが､日本では80年代後半にバ

ブル経済による景気拡大があったため､地域通貨

が顕在化してきたのは ｢失われた10年｣と言われ

る90年代を経て不況が深刻化し､地域間格差が拡

大する中であった (西部､2002)｡

地域通貨の特性は､民主主義的､地域主義的､

非資本主義的の三つに集約される｡ まず､国家通

貨は発行が中央銀行に集中しているが､地域通貨

は地域の人々によって発行される点で民主主義

的である｡ 次に､グローバリズムの進展で国家通

貨は収益性の高い地域を目指して､どこまでも移

動していくが､地域通貨は地域限定流通のため一

つの地域にとどまり域内循環を助ける点で地域主

義的である｡最後に､国家通貨の場合には貸付や

預金に利子がつくが地域通貨の場合には利子がつ

かず､更には流通を促進する目的で滞船料 (デマ

レージ)をとる場合もあることから非資本主義的

である｡ 地域通貨は､シルビオ･ゲゼル(1958)1)

が提唱した自由貨幣の理論に触発されたドイツの

シュバーネンキルへンの ｢ヴェ-ラ｣､オース ト

リアのヴェルグルの ｢労働証明書｣､アメリカの

｢スタンプ貨幣｣という形で実際に地域経済に導

入され､貨幣の流通速度を上昇させることで､経

済活性化に一定の成果を示した｡しかし政府や中

央銀行の禁止を受けスイスのWIRを除いてほとん

どが消滅してしまった｡

このような地域通貨の成功事例に関する報告は

あるものの､実際の地域通貨流通形態や経済社会

に与えた影響に関する詳細な調査研究は僅少であ

る｡ 地域通貨流通実験の実証分析の先行研究は､

インタビューを通じて社会関係資本形成や人々の

意識変化を実証したMary-BethR.(2002)､Jeffrey,

I.etal.(2004)である｡ しかし､アンケー ト･イン

タビュー調査に加え､地域通貨の流通ネットワー

クの調査研究は中里他 (2005)とわれわれの研究

(西部編 (2005)､吉地 ･西部 (2006))が先駆的

なものである｡中里他 (2006)は､地域通貨の人

間関係構築機能に着目しており､地域通貨がそれ

まで構築されていなかった人間関係を形成し社会

関係資本を生み出す結果として､地域社会を活性

化する側面を強調した｡地域通貨は経済活性化機

能を持つと同時に､人間関係形成 ･再形成機能を

持つからである｡この機能が十分に働けばコミュ

ニティは活性化すると期待される｡ゆえに､地域

通貨は経済学の枠組みを超え､経済社会学の枠組

みの中で議論することに意義がある｡ 経済社会学

の枠組みで地域通貨を捉えるために､まず社会関

係資本 (ソーシャル ･キャピタル)の定義を見て

いく｡

社会関係資本は様々な含意を持つ概念である｡
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宮田 (2007､pp.12-13)は ｢社会関係資本は､①

社会的ネットワーク､②信頼､③互酬性規範の3

つの形態の特徴によって､結束型と橋渡し型の二

つに分類できる｣と述べている｡ 結束型は閉鎖性

の強いネットワーク構造を持つのに対し､橋渡し

型は構造的空隙がある社会ネットワークの構造を

持つ｡後者は構造的空隙を橋渡しする行為者が利

益を得るだけでなく､多様な人々の弱い紐帯､互

酬的ネットワークが形成､維持されやすく､一般

的信頼も醸成されやすいため､集団的問題の解決

を効果的に行うことができると述べている｡ 金光

(2003､9章､pp.245)は､結束型を連帯的社会的

関係資本､橋渡し型を資源動員的社会的関係資本

と呼び､更にこの両者の中間領域に協同的知識資

本を位置づける｡

政治学や経済学の分野において､結束型には､

人間集団内における信頼や互酬性に基づく規範で

あり､協調的な集合行為を可能とするものと考え

るputnam(1993)や､社会関係資本のおかげで､放

牧地､農村の港親水､漁村の共同漁場の管理が

可能になるとするOstrom(1990)､更にはコミュニ

ティ･ガヴァナンスの達成を可能にすると主張す

るBowles=Gintis(1998)(2002)が挙げられる｡

以上の定義に従って､社会関係資本の側面から

地域通貨を捉える場合､社会的ネットワークを形

成し､社会関係資本形成に関与することは明白で

あり､結束型と橋渡し型双方の特徴を有すると

考えられる｡地域通貨導入初期は､地域経済の活

性化が主要な目的であり､地域通貨が貨幣蓄蔵を

妨げることにより､貯蓄が作り出す経済取引ネッ

トワークの切断 (構造的空隙)を埋める橋渡し型

の社会関係資本形成に寄与することが期待された｡

一方､地域通貨は商業取引以外の用途に用いるこ

とが可能であり､地域住民間で使用されることに

より､市場化の進展に伴い希薄化してきた人間集

団内における信頼や互酬性の規範を回復させると

期待されているように､結束型の社会関係資本形

成にも寄与する側面を持つ｡

橋渡し型としての社会関係資本形成については､

吉地 ･西部 (2006)が､第一回苫前町地域通貨
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流通実験より､長期的には非商業取引が地域通貨

の域内循環を促進することを示した｡しかし地域

通貨の橋渡し型や結束型としての社会関係資本形

成に関しての議論は始まったばかりである｡ そこ

で､本論では､地域通貨流通が社会的ネットワー

ク形成にどのような影響を与えるかについて､社

会関係資本形成の橋渡し型と結束型の側面から考

察する｡特に地域通貨のコミュニティ活性化機能

を評価するために､結束型の社会関係資本形成に

焦点を当て､既存の人間関係を強化､維持､ある

いは新たな人間関係を創出し､社会的ネットワー

クを拡大するのかという3パターンに分類して考

察する｡苫前町地域通貨流通実験を通して地域通

貨流通の影響を検証する｡われわれの検証はネッ

トワーク分析､インタビュー調査､アンケート調

査を統合する多面的接近により行われた｡

本論は最初に苫前町における地域通貨流通実験

-の多面的接近の概要を示し､次に地区別､個

人別のネットワーク分析とアンケー ト･インタ

ビュー調査結果の照合を行い､地域通貨が社会関

係資本形成-与えた影響を橋渡し型と結束型の両

側面から検証する｡ おわりに今後の研究課題につ

いて論じるO

2.第一回苫前町地域通貨流通実験への多

面的接近

われわれ研究グループ2-は主催者からの依頼

を受け､北海道苫前郡苫前町における二回にわた

る地域通貨流通実験に参加し､その調査を実施し

た｡北海道商工会連合会 ･苫前町商工会が主催す

る第一次流通実験は2004年11月22日から2005年2

月20日､苫前町商工会が主催する第二次流通実験

は2005年8月1日から2006年2月10日のスケジュー

ルで実施された｡

苫前町は平成17年度末で人口4152人を擁 し､

昭和30年に1万人を超えてから漸減 し現在に至

る｡産業分類別で見ると､第一次産業が第三次

産業とほぼ同比率を占める農業 ･漁業中心の町

である｡ 他の過疎地域と同様に少子高齢化の間



題を抱え､65歳以上の高齢者人口が平成13年調

査では全体の53.2%を占め､労働力人口が年々

減少している｡総土地面積は広大で市町村ラン

キング69位の45,452ヘクタールを有する｡町は

18の字別地籍に分割され､霧立地区 (以下地区

名は地区を省略)は無人である｡ 町内会は18あり､

2地区を除いて字別地籍に対応する名前が付いて

いる｡ 漁業の中心は苫前と港､農業や商業の中心

は古丹別となっており二大商業地区と言える｡

2-1.流通実験の仕組み

流通実験の仕組みについては紙幅の制限がある

ため､ここでは概略を述べるに留める (その詳

細は西部編 (2005)を見られたい)｡苫前町地域

通貨の取組目的は､(∋地域経済活性化､②地域コ

ミュニティの活性化､この二点の同時達成である｡

本地域通貨システムは複数回流通型地域商品券と

商店街買物シールの統合システムである｡通貨の

種類は地域通貨券 (500P券)とポイント券 (2p

券)の2つであり､通貨単位はp(ピー)と呼ば

れ､｢1P=1円｣で計算され取引される｡発行主体
は､地域通貨券が苫前町と苫前町商工会､ポイン

ト券がニコニコシール協同組合となっており､運

営主体は苫前町商工会であるO

地域通貨 (500P)の入手は､(∋通貨売 り捌き

所 (町内に数カ所設置)で現金購入する､②財や

サービスの対価として受け取る､③ポイント券

(2P)を250枚貯めて､500p券と交換する､以上の

3経路から可能である｡ ポイント券は特定事業者

相手の取引の場合､地域通貨あるいは現金のどち

らを使っても支払金額の2%を受け取ることがで

きる｡ また通貨売り捌き所で地域通貨を購入す.る

際にも2%分をポイント券で受け取ることができ

る｡したがって､地域通貨を購入し､特定事業者

相手に使用すれば4%分の割引を受けることにな

り､個人や団体の地域通貨取引に対する誘因が高

くなるように設計されている｡

今回の実験の特徴は､商店などの特定事業者が

地域通貨と現金を交換できる権利を持つ点にある｡

より多くの特定事業者が地域通貨取引に参加でき

るように設計したためである｡ 第一次実験では特

定事業者になるための条件として､事前にポイン

ト券を購入し､販売額に対して2%分のポイント

券を顧客に配布することを課した｡なお､特定事

業者が地域通貨を現金に換金する場合には500P

券一枚につき5円の換金手数料を課したため､彼

らにとっても地域通貨を換金せずに循環させる誘

因が働くように設計されている｡

多面的接近法は以下の通りである｡ アンケー ト

調査は地域住民の生活意識や生活実態､地域通貨

の目的や仕組みに対する理解度､実験への取り組

み状況や参加意識に関するデータを収集し､それ

を定量的に分析するために行われる｡ 他方､イン

タビュー調査はそうした定量的分析では十分に得

られない走性的な情報､例えば､参加者が置かれ

ている固有な状況 ･背景3)や視点4'､地域通貨

実験への目的意識､参加意識､問題意識を明らか

にするために行う｡ したがって､この2つは相互

補完的な調査である｡ これに対し通貨流通ネット

ワーク分析は､定量的分析という点ではアンケー

ト調査と同じであるが､単なる定量分析では得ら

れないネットワークの様々な性質に関する情報を

提供しうる｡ この3つを統合して多面的接近と呼

ぶ｡それぞれの手法の持つ固有の利点については

2.3で詳細に論じる｡

2-2.多面的接近による調査実施状況

われわれが調査した苫前町地域通貨流通実験5)

は､データの収集方法に特徴がある｡ 地域通貨は

紙券タイプで裏面に使用者名､住所､使用した日

付､使用目的を記入する欄があり､使用者の協力

を得て裏書きをしてもらった｡この地域通貨券

は前払い証票法に制約されるため使用期限がある｡

実験に参加した特定事業者だけが地域通貨券を現

金に換金できる権利を持つため､最終的にはすべ

ての地域通貨券が現金に換金される｡ したがって､

回収したすべての地域通貨券よりデータを収集す

ることができる｡ 収集したデータをデータベース

化し､それを流通行列に変換 し､ネットワーク

分析を行う (分析の詳細な結果については西部編
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(2005)､吉地 ･西部 (2006)I.Kichiji=Nishibe(For

thcoming)を見られたい)｡

この調査方法に加え､地域通貨に関する認識や

取組状況についてアンケートとインタビューによ

る調査を実施した｡また同時によりアクティブな

調査手法としてFGDを実施した｡キーパーソン

となる参加者を集め､調査主体が設定した地域通

貨実験の問題やその解決法に関する自由な討論を

してもらい､自主的問題発見と主体的参加意識醸

成を促そうとした｡この調査研究6)は草郷孝好

(大阪大学)を中心に行なわれた｡

インタビューに関しては2004年9月16日から

2005年2月3日にかけて苫前町の各種団体から

苫前町の現状や課題､地域通貨に対する認識や期

待を聞き出すことを目的として行われた7)｡アン

ケー ト8)は主に､苫前町の生活意識､地域活動

の状況､地元商店街の利用状況､地域通貨の認識

状況､地域通貨の利用状況､地域通貨のシステム

とその運用形態､今後の具体的な目標についての

ものである｡FGDは苫前町民が互いに苫前町と地

域通貨流通実験についての問題点を列挙し､それ

に対する解決策を探り出すことを目的としたもの

で､合計2回行われた｡

2-3.ネットワーク分析とアンケ-卜･イン

タビュー調査の相互補完性

本論は､地域通貨が社会関係資本形成へ与えた

影響を多面的に調査することを目的とするが､最

初にネットワーク分析の利点を明らかにし､次に

アンケート･インタビュー調査との相互補完性に

ついて論じる｡ 本節は特に橋渡し型としての社会

関係資本形成について言及する｡

従来のマクロ経済分析は有効需要の波及効果を

知るために利用されてきたが､域内需要がどのよ

うな需要創出効果を持つかを捉えることは困難で

あった｡乗数効果分析は､有効需要を初期投資

需要の多段階的波及効果の合計と考えるが､それ

はあくまで一方向的ないし累積的な効果を問題と

するものだからである｡しかし､需要の域外漏出

問題を考察するためには､需要の双方向性や循環

21C

性を評価する視点が必要になる｡ 通貨流通ネット

ワーク分析は通貨流の双方向性や循環性などのミ

クロ構造を定量的に把握する手とができる点にお

いて従来のマクロ分析よりも優れている｡

地域通貨の橋渡し型としての社会関係資本形成

については吉地 ･西部 (2006)で詳細に論じられ

ているので､本論では概略に留める｡ 非商業取引

だけに使用される ｢エコマネー｣タイプの地域通

貨は､一部の活発な参加者に地域通貨が滞留し円

滑に流通しない問題を抱えていた｡この間題を解

決するため､商業取引における通貨流が非商業流

通の通貨流を牽引 ･促進するものとしてダブルト

ライアングル方式 (DT方式)が提案された｡DT

方式が導入された苫前町地域通貨流通実験の第

一回調査では､商業取引が93.4%､非商業取引

6.6%と､商業取引が圧倒的に多い｡この商業取

引の牽引力によって新規のボランティアが生じた

のか､それとも無償で行われていたボランティア

や相互扶助が顕在化されたのかについては､結

束型の社会関係資本形成の側面から3節で論ず

る｡ ･一方､橋渡し型の社会関係資本形成という

側面からは､ トライアツドセンサス (吉地 ･西部

(2006))が示すように､非商業取引が橋渡しする

ことにより社会ネットワークはより大きな広がり

を持つOこの点を詳述すれば以下のようになる｡

今回の実験の場合､商業取引が圧倒的に多く､

通貨流が特定事業者へ集中する傾向を有するため､

特定事業者の多くが地域通貨を他の特定事業者や

住民に対して使用せず､円へと換金すれば地域通

貨流通はそこで停止する問題が生じる｡問題解消

には､特定事業者が受け取った地域通貨を他の特

定事業者ないし一般住民に対して使用すればよい｡

しかし､特定事業者間の取引は各事業に固有の仕

入と販売の構造 (投入産出連関に類似の)により

決定されるので､現状ではこれ以上増大させるの

は難しいoLたがって､非商業取引 (ボランティ

ア他)は､それ自身では地域通貨の円滑な流通を

もたらさないとはいえ､商業取引に比べ高い双方

向性や循環性を示すので､こうした地域通貨の流

通促進に対して重要な役割を果たす｡非商業取引



を通じて取得された地域通貨は再び非商業取引に

使われるか､あるいは､特定事業者である商店で

の買い物､すなわち商業取引に使われるため､地

域通貨の複数回流通と域内循環を助けるからであ

る｡こうして､ボランティアや相互扶助などの非

商業取引を促進することで商業取引を活性化する

ことができる｡

だが､アンケー ト･インタビュー調査を見る

と､商店街活性化の目的を達成するために､非商

業取引は必要ないと考える特定事業者が少なくな

い｡市町村を対象とする地域通貨において特定事

業者が需要の域外流出を防ぎ中長期的な利益を追

求するためには､ボランティアや相互扶助のよう

な非商業取引を活発化させることに積極的に協力

する必要がある｡非商業取引が商業取引を補完し､

商業取引と非商業取引との双方向的な因果関係が

形成されればされるほど､地域通貨の循環 ･流通

は促進される｡

流通ネットワーク調査が以上のような洞察を提

示できるのはネットワーク分析固有の利点である｡

ネットワーク分析は従来のマクロ分析の不十分さ

を補うことができるのみならず､合成の誤謬が生

じないよう各主体 (例えば特定事業者)に警鐘を

鳴らす効果を持つのである｡ また､地域通貨ネッ

トワーク分析は商業取引だけでなく非商業取引を

も対象としているので､地域の経済力を橋渡し型

という側面からだけではなく､結束型 (つまりコ

ミュニティ参加者間のつながり､相互扶助､信頼

関係の強さなど)の側面から見ていくことができ

る｡ この点も従来のマクロ分析にはない利点であ

る｡ その一方でネットワーク分析から地域住民の

財やサービス､インフラ-の潜在的需要､どのよ

うな近隣関係やコミュニティを希望しているかを

知ることはできない｡アンケート･インタビュー

調査は地域住民のそうした経済 ･社会に対する潜

在的需要や意識､希望を明らかにする点において

優れている｡両者はそれぞれ固有の利点があり､

地域の経済社会のあり方を分析する上で相互補完

的である｡ 次章では､結束型という側面から社会

関係資本を見ていく｡

3.ネットワーク分析とインタビュー ･アン

ケート調査から見る社会関係資本形成

最初に地区レベルを分析し､次に個人レベルを

分析する｡またそれぞれにおいて､次数分析を行

い､その後で重み付け分析を行った｡重み付け分

析の際には､人口や距離といったネットワーク分

析において捨象される側面を考慮に入れて分析し

た｡尚､地区レベルに関するネットワーク分析は

西部編 (2005)の第3章､個人レベルに関するネッ

トワーク分析は吉地 ･西部 (2006)9)を参照して

頂きたい｡

3-1.地区レベル分析

地区別の地域通貨流通ネットワークは､二大商

業地区である苫前と古丹別を中心とする放射状の

ネットワークを形成する｡表1の隣接行列によれ

ば､①地区内取引 (表の対角線上に見られる)の
･●

合計は869,000Pと全取引1,385,000Pの62.ラ%を占

めていること､②全取引の17地区 (但 し､札幌

市､旭川市､羽幌町､小平町も地区として数えた

場合)のうち､列で見た受取額の地区間取引 (令

計)より地区内取引の方が大きいのは古丹別､苫

前､三渓の3地区であるということ (三豊の受

取額は地区内における500Pの非商業取引だけと

非常に小さいので､同地区は無視しうる)｡また､

支払額で見ると､苫前町の地区内取引 (204,000P)

は苫前町一古丹別間の取引(383,000P)より小さい｡

(これは､苫前町住民が古丹別にある電気店で高

額商品一点 (371,000p)を購入した影響が大きい)､

③他の地区間取引の多くは各地区と二大商店街が

ある古丹別､苫前の2地区と'の取引である｡

今回の流通実験では地域通貨券を国家通貨に免

換できるのは特定事業者に限定されており､発行

されたすべての地域通貨は最終的には特定事業者

へ流れ込み､そこで換金される｡ 上の②で見た4

地区のうち古丹別､苫前､三渓の3地区の地区内

取引が地区間取引よりも大きい理由は､地区内に

特定事業者 (商店等)があり､地区内の住民がそ

うした特定事業者で買い物をしたため､地区内の
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表 1 苫前町地域通貨流通実験総取引額(商業取引+非商業取引)の隣接行列 単位 (p-円)

旭 旭川市 ･羽状町 美浜 岩見 九重 古丹別 香川 札幌市 三渓 -I-== 小川 小平町 上平 長島 東川 苫前

旭 0 0 0 00ー000 500 0 0 000 0 0 0 0 5000
旭川市 0 0 0 00 0 13000 0 0 0 00 0 0 00 0
羽横町 0 0 0 0 0 0 4000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 500

兼浜 0 0 0 00 0 0 0 0 000 0 0 0 03000
岩見 00 0 0500 0 9500 0 0 0 0 0 0 00 0 0
九重 0 0 1500 0 0 0 6000 0 too° 0 0 0 0 0 0 0 0
古丹別 0 13000 0 0 500 0 - -654500 500 0 0 01500 0 0 500 ー000 25000

香川 0 0 0 0 00--5500 1000 0 0 00 0 0 0 0 ー000

札棋市 0 0 0 00022000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1000
三渓 00 0 0 00 ー000 0 0 - ■8000■- 0 0 0 0 0 0 0
三豊 00 0 0 0 0 0 0 0 0500 0 0 00 0 500

小川 00 0 0 00 4500 0 500 0 0 0 0 0 0 0 0

小平町 00 0 00 0 500 0 0 00 0 0 00 0 0
上平 0 0 0 0 0 0 500 0 0 0 00 500 0 0 0 500
長島 0 0 0 0 00 4500 0 0 0 0 0 0 0500 0 2000

東川 0 0 0 00 0 ー000 0 0 000 000 0 0

商業取引が活発であったことによる,,実際､3地

区の地区内総取引のうち商業取引が占める割合

は､古丹別､苫前､三渓それぞれについて92%､

89%､61%であり､いずれも600/Oを超えている｡

本節の目的は結束型という側面から社会関係資

本形成を見ていく点にある｡.その為に結束型社

会関係資本の持つ閉鎖的､高密度な構造､同質

的､強い紐帯のようなネットワーク特性や個別的

な人間関係的信頼や特定的な互酬性を見ていく必

要がある｡ 信頼や互酬に基づく規範としての社会

関係資本は､通常は非貨幣的な社会文化的関係と

して ｢埋め込まれており｣､直接それを観察した

り､数量的に測定したりできるものではない｡し

かし､ネットワーク分析は､社会関係資本に対し

て光を当てる有効な手法であると考えられている

(金光 (2003)､安田 (2001))｡苫前町地域通貨の

流通ネットワークでも地域通貨を媒介とする非商

業取引が結束型の社会関係資本形成と関連を持つ

と推測できる｡ しかし地域通貨における非商業取

引が､既存の人間関係を強化するのか､あるいは

維持するのか､もしくは新たな人間関係を創出し､

社会的ネットワークを拡大するのかについては自

明ではない｡また非商業取引が既存の全ての社会

関係資本を顕在化するわけではなく､地域通貨に
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媒介されない無償のボランティアや互助は依然と

して存続するであろう｡ ここでの非商業取引とは

地域通貨流通ネットワークですくい取って可視化

した限りでの､すなわち､地域通貨に媒介された

限りでの社会関係資本と関連し､強化､維持､形

成についての判断が難しい｡その意味で､地域通

貨流通ネットワークで可視化される社会関係資本

は存在する全体のごく一部にすぎないし､非商業

流通は商業取引に牽引されるため､そのすくい取

り方には一定のバイアスがかかっている可能性も

否めない｡特定事業者の居住する三地区 (古丹別､

苫前､三渓)では非商業取引の規模が大きくなる

傾向が顕著であるからだ｡結束型の社会関係資本

形成パターンを検証するにはこのような困難があ

るが､多面的接近法により事実接近を試みる｡

表2は非商業取引の隣接行列､表3は総取引

に占める非商業取引の割合が示されている｡ 地区

内取引は隣接行列の対角線上に現れ､特定事業者

を持つ3地区を除けば､地区内取引の非商業取引

率は全て100%になる｡ 古丹別や苫前はそれぞれ

8%､11%であるが､三渓は38%と群を抜く (逆

に見れば､すでに述べたように､地区内取引の商

業取引率はそれぞれ92%､89%､62%となる)｡

古丹別､苫前､三渓には特定事業者がいるた



め､商業取引による非商業取引の牽引が働くこと

は制度上明白である｡地域通貨を使える商店があ

り､そこで地域通貨により物品を購入することが

可能で､互助やボランティア等をしてもらった人

はそのお礼として地域通貨で支払いやすく､また､

それを行った人も受け取りやすいからだ｡その結

果､商業取引のある地区では非商業取引が刺激さ

れる｡しかし､非商業取引比率を見ると三渓が突

出して大きいOその理由として結束型の社会関係

資本が強化､維持､形成された可能性を挙げるこ

とができる,j この点は後で再検討する(.

次に地区間取引において非商業取引が大きい地

区を見ていく｡ 表2の点線で囲まれた対角線上に

ある数値は地区内非商業取引を意味する｡点の網

表2 苫前町地域通貨流通実験非商業取引額の隣接行列単位 単位 (p-円)

旭 旭川市 羽幌町 美浜 岩見 九霊 古丹別 香川 札幌市 三 - -i二 三 小川 小平町 上平 長島 東川 苫前

旭 00 0 0 0 HIOO 500 0 0 0 0 0 0 0 0 0
旭川市 00 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
羽幌町 0 0 0 0 0 0 2500 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
栄浜 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
岩見 0 0 0 0500 0 ㌍稗申i!=L≡≡0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
九重 0 0 1500 0 -■■0 0 I:;.=l*妙.:.:i●一一一■･.一二0t○00 0 0 0 0 0 0 0 0
古丹別 0 0 0 0 享車)≒妻 0 38500 二由o'.- J 0 0 0 i;15紳享 0 0 主軸 三…0 J500

札幌市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0- ~~0 0 0 0 0 0 0
三渓 0 0 0 0 0 0 暮000 0 0 3000 0 0 0 0 0 0 0
三豊 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ■■■■0 500 0 0 0 0 0 0
小川 0 0 0 0 0 0 ;:;妻と軸宗 0 500 0 -0 0 0 0 0 0 0
小平町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
上平 0 0 0 000 500 0 0 0 0 0 500 0 0 0 0
長島 0 0 0 00 0 圭50軒 .'二三 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
東川 0 0 0 000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

･x･点線の枠内は地区内商業取引､点の網掛けは古丹別より5キロ以内の非商業取引､横線の網掛けは苫前より5キロ以内の非

商業取引､太字の数値は古丹別と苫前より5キロ以上の非商業取引

表3 非商業取引率隣接行列 (非商業取引(表2)÷総取引(表1)) 単位 (%)

旭 loos ー00㌔ 20%

旭川市 0㌔
羽幌町 63% 0%

栄浜 33%

岩見 loot 26㌔

九Ⅰ 100～ 33% 100ヽ

古丹別 0ヽ loos 6ヽ lOOヽ loos look 0㌔ 6ヽ

香川 0ヽ loot 0㌦

札幌市 0ヽ 0ヽ

三渓 100ヽ 38I

三豊 100I 0ヽ
小川 56≠ ー00㌔

小平町 0%

上平 ー00% ー00㌔ 0%

長鳥 一一ヽ 0% 0%

東川 OIi
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掛け数値は古丹別より5km以内10)ll)の地区間取

引を表し､横線の網掛け数億は苫前より5km以

内の地区間取引を表している｡ 太字の数値は古丹

別もしくは苫前から5km以上離れている地区間

取引を表している｡表2より､非商業取引の多

くは古丹別と苫前から5km圏内で行われている｡

ただし羽幌町と九重､三渓と古丹別､旭と古丹別､

上平と古丹別､古丹別と苫前､上平と小平町など

大きな地区や他の町との間の地区間取引の場合に

は5km以上離れていても非商業取引が行われて

いることが見て取れる｡ 多くの地区内取引を行っ

ている場合､遠い地区との繋がりができると推測

できる｡ 表2､3より､非商業取引は地理的な制

約を受けていることが確認できる｡

次に､地区別ネットワークに対し中心性分析を

行った結果が表4である｡ 総取引額と非商業取引

双方を調べた｡網掛け部分が全17地区の上位順位

(1-2位)を表している｡二大商業地区である

古丹別と苫前が総取引と商業取引双方において次

数中心性と媒介中心性が高く､特定事業者の効果

を除いても､この位置は変わらない｡次数中心性

は地区をノード (結節点)とし､地区間の結びつ

きをリンク (紐帯)とした場合､特定のノードの

持つリンクの数を指す｡この数が多いほど中心性
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が高い｡媒介中心性は､2つの地区を結ぶ全経路

と､ある特定のノードを通る経路数の比率によっ

て計算される｡ある特定のノードを通る経路が多

いほど､媒介中心性は高い｡

地域通貨流通の媒介性については､紙券番号が

あり､使用者の居住地区も判別できるため､個人

レベルでどのように紙券が媒介されたかを分析し

た｡紙券の最大回転数は4で､4回回転した紙券

が地区間あるいは地区内をどのように流通したか

を調べた｡37枚の4回転紙券のうち､地区内取引

で完結したものが24枚であり､他の13枚に関し

ては､町外からの訪問者が使用した結果､地区間

取引と見なされたものが6枚､苫前町の特定事業

者の有限会社が古丹別の特定事業者に使用した地

区間取引が7枚であり､紙券が3つ以上の地区間

を跨いで使用された例はなかった｡ここから紙券

循環に関してはやはり地区内循環が中心であるこ

とが導かれ､地区内取引の重要性が再確認できたC

以上より､単に地区レベルのネットワーク図だ

けを見て､リンク数やリンクの重みが増えれば､

地域通貨流通が活発化していると判断することは

できず､地区内取引の様態を見ていくことが重

要であることがわかる｡ 地理的距離が大きな北海

道の各地域では､まず商業地区を中心とする地区

表4 中心性分析 (総取引と非商業取引)

次数中心性(准取引) 次数中心性(非蕎葺) 媒介性 媒介性

出次数 入次数 出次数 入次数 総取引 非檎兼

古丹別 ;-:-:丁. :二一:1ヰ:::二 .二:::4.:.I: ∴1:1':: 二:二1:1二3.:66フ二∴ :二∴58::二.二
九重 :二:二:3 1 0 2 2

袷 .二∴ヨ 0 1 1 0 0
上平 -II.二3二̀∴ 0 1 0 0 0
札幌市 2 2 二:二::2:∴: 0 1.667 0
小川 2 1 1 1 13 8

羽幌町 2 1 二'::二2二二:: 0' 0.667 0
香川 2 1 1 0 0 0
苫前 2 二∴争∴: 1 :I.;:8-.:. 二二∴3:1二: ●二:二15:二二.:
長島 2 1 ∴二2:二:: 0 0 0
旭川市 1 1 1 0 0 0
発議 1 1 1 0 0 0
岩見 1 1 1 0 0 0
三渓 1 0 0 0 0 0
三豊 1 0 1 0 0 0
東川 1 1 1 1 0 0
小平町 1 1 1 0 0 0

注)点の網掛け部分は,全地区の1位と2位を示す｡媒介性は媒介中心性の略｡



内取引が活発化し､さらに､そうした地域同車の

地区間取引が地理的制約を超えて行われる傾向が

見られる｡ こうした傾向の進展は地域通貨が活発

化しているかどうかの一つの判断基準になりうる｡

地域内取引が活発化していないが､長距離の地区

間取引が恒常的にある場合には､特別な人的な繋

がりや特殊な形での社会関係資本があると見るこ

とができるだろう｡

苫前町のように各地区が地理的に離れている場

合､地区内取引が大きな比重を占めることが明

らかにされた｡そこで地区内取引の実態をネット

ワーク分析に反映させるために ｢ノー ドの強さ

(strengthofanode)｣という概念を拡張する｡ネッ

トワーク分析ではノードに対するリンクの数をそ

のノードの次数と定義する｡ しかし､各リンクの

重要度が異なる場合は､リンクの重みを考慮する

必要がある場合も少なくない｡例えば､地域通貨

で取引相手が4人いる場合､それぞれの相手との

取引量が異なる時､4人に対する取引量を全部合

算し､ノードの強さを定義し､重みを考慮した分

析が可能となる｡ 本論では､図 1や表 1から確認

できるように､自己ループ (地区内取引)が大き

な比重を占めるため､自己ループの重みを加えて

最終的なノードの強さを定義すべきと考えた｡こ

の概念を ｢地区の強さ｣と定義する｡地区の強さ

とは､各地区の受取 (もしくは支払)地域通貨額

の合計であり､表1から計算できる｡ 地区ごとに

列 (舵)を合計し､その地区ごとの受取に関する

地区の強さが得られる｡ 行 (横)の合計により支

払に関する地区の強さが得られる｡

｢地区の強さ｣を使って､どの地区が積極的
に地域通貨を利用したかについての評価を試み

る｡表1から地区ごとの取引金額ベースで評価す

ると古丹別と苫前が圧倒的である｡ 図1に見られ

る､｢地区の強さ｣(ノードの大きさ)はその地区

の取引規模､それも商業取引規模を表すが､これ

は人口に比例している可能性が高い｡ この点に着

目して､地区人口で地区の強さにウエイトをつけ

ることにより､地区ごとの地域通貨利用度を評価

する｡ 地域通貨による社会的な結びつきの強さを

非商業取引中心に見ていくが､比較のために図2

で総取引に関する地区の強さ､図3では非商業取

引に関する地区の強さを示す｡両図共に地区の一

人あたり取引量と取引回数が棒グラフで地区別に

示される｡ 取引量と取引回数に分けたのは､一度

に大きな金額の取引をするよりも､少ない金額で

何度も取引をする方が社会的交流やコミュニケー

ションは増大するため､社会関係資本を見る際に

は取引回数がより重要であると考えたからであ

る｡ また商業取引において全取引の約3分の1を

超える巨額取引 (371,000P)が行われたが､この

影響を少なくするためにも取引回数で見ることに

は意義がある｡図2から､二大商業地区が一人あ

たり総取引でも群を抜き､次に商店がある三渓が

続く｡ しかし､受取回数ないし支払回数で見ると

三渓が苫前を上回る｡さらに､非商業取引に限定

した図3は､三渓の取引が一番大きく､受取回数

ないし支払回数ではその差はさらに大きいことを

示している｡ この結果は､表3で非商業取引比率

が380/.と高い事実と整合的であるO地区の強さを

人口でウエイトづけることにより結束型の特徴を

持つ社会関係資本における三渓の強さが浮かび上

がる｡≡渓の非商業流通の取引量や取引回数の高

さは地区内に商店があり､そこでの商業取引の高

さに牽引されている側面があるにしても､古丹別

や苫前を上回る高さはそれだけでは説明できない｡

そこで､インタビュー調査を参照してみると､地

域通貨導入以前の既存の社会関係資本 (結束型の

社会関係資本形成としてみれば､関係の強化と維

持の部分である)の高さが原因ではないかと推測

できた｡インタビューによれば､山渓は20世紀に

開墾され､道路の補正前は古丹別まで11km以上

の長い道のりがあったため孤立し凝集した農村集

落として､村落内での協力関係が以前から強かっ

たという｡このようなインタビュー調査の結果は､

われわれの重み付けたネットワーク分析の結果と

整合性を持つ｡ この点については個人レベルでも

再度検証する｡ 地区人口でウエイト付けしなけれ

ば､三渓の重要性は看過された可能性が高いこ

とを鑑みると､地区人口によるウエイト付けには
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意義があることが示されたと言える｡ノー ドのつ

ながる順番や形態といった トポロジーに着目する

のがネットワーク分析の基本的発想であるとすれ

ば､人口や距離といった各種の情報を追加するこ

とによって分析を煩雑にし､ネットワーク分析本

来のシャープな切れ味を損なっているのではない

かという疑問も生 じよう｡ しかし､本稿が示した

ように､リンクの重み付けや向き付け､ノー ドの

強さという概念を用いることにより､社会的ネッ

トワークの多様さと複雑さを具体的に理解するこ

とが可能になると考えられる｡本論は､こうした

ネットワーク分析の今後の課題に対する一一一つの可

能性を探った側面を有する｡

個人レベル分析

次に､地区内取引を含めて個人レベルでの非商

業取引ネットワークを見てい く｡図4は個人レベ

ルの非商業取引ネットワークを示すC 地域ごとに

ノー ドの形状が異なる｡ただ し形の種類に制限

があるので､図上では､地区別に配置する工夫を
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した｡中心となるのは三角の形をした古丹別､菱

形をした苫前､丸形をした三渓になる｡ 前節で明

らかにされたように非商業取引の多くは､地区内

で生じるため､同じ形同士の取引が圧倒的に多い｡

個人レベルの非商業取引において､2例を取 りだ

して検討を加える｡

まず､結束型の側面から社会関係資本を見る場

合の代理変数として非商業取引を利用し､地区内

の個人レベルのネットワーク密度を地区ごとに比

較した｡ネットワーク密度を結束度の強さを表す

指標の一つと考えた｡表5が示すように三渓の

ネットワーク密度が二大商業地区を上回っており､

地区レベルで導かれた結束型の社会関係資本の強

化 ･維持の形で表れている結果を支持 している｡

また､≡渓よりも高いネットワーク密度を持つ岩

見､香川､三豊はネットワーク密度計算のノー ド

数が極端に少ないことが､生み出した結果とも言

えるが､アンケー ト･インタビュー調査では､地

区内の連携が強いという結果を得ており､ネット

ワーク分析からのアプローチの有効性を確かめる

図2 地区の強さ (人口でウエイトづけした地区別取引 (総取引)) 単位 (p-円)



図3 地区の強さ (人口でウエイトづけした地区別取引 (非商業取引)) 単位 (p-円)
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には､第二回実験の結果を含めた検討が必要であ

り､今後の課題とするO非商業取引は結束型の社

会関係資本の代理変数としては不十分な点も多い

が､三渓が少なくとも他地区と比べ､結束型の社

会関係資本が充実していることを示唆している｡

圧倒的多数の実験参加者を持つ古丹別と苫前

は商業取引に関しては､苫前から古丹別へ383､

ooop､古丹別か ら苫前-25,000Pと大変大 きい

のに対 して､非商業取引では苫前から古丹別-

500P､古丹別から苫前へ1,500Pと非常に小さい.3

非商業取引のネットワークとして見ると､古丹

別と苫前には想像以上の隔たりがあるが､これは

単に地理的に離れているからだけではない｡ 古丹

別は農地や山林に囲まれた内陸部にあり､1987年

に廃線になった国鉄の古丹別駅前に栄えた商店街

と商工会が存在し､一方苫前は漁港を有し､海沿

いを走る国道沿いに商店街と町役場を持つ｡2004

年9月30日､10月1日に苫前と古丹別の商店街で行

われたアンケー ト･インタビュー調査と2006年

2月22日-24日に行われたインタビュー調査では､

｢海 (苫前)と山 (古丹別)では考え方が違う｣と

の回答に象徴されるように､二つの地区(商店街)

が協力していくことは難しいという意見が多く示

された｡苫前と古丹別の隔たりの背景には社会関

係資本が漁業中心で形成されたか､農業や林業中

心で形成されたかという歴史的､文化的な相違が

あることがインタビュー調査より確認された｡ こ

れは､ネットワーク調査から得られた結果と一致

するものである｡ 地域通貨導入期における非商業

取引ネットワークは､結束型の側面から見た社会

関係資本の強さや分布に依拠することがこの事例

からも示された｡

前節と2つの事例より､結束型の側面から見た

社会関係資本の代理変数として非商業取引を使う

ことは第一次近似として一定の安当性を兄いだす

ことができた｡勿論､結束型の側面から見た社会

関係資本形成の詳細は､流通ネットワークから非

商業取引を行った二者を割り出し､それぞれに過

去にどのような関係性を有していたかを網羅的に

調査する必要があろう｡この点は､今後の課題と
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したい｡

4.おわりに

本論では､地域通貨取引が社会関係資本形成

にどのような影響を与えたかを橋渡し型の側面

と結束型の側面からネットワーク分析とインタ

ビュー ･アンケート調査を併用し､多面的に接近

した｡
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2.3で示したように地域通貨は橋渡し型として

の社会関係資本を形成する｡つまり非商業取引が

商業取引を橋渡しすることにより､地域通貨の循

環 ･流通が促進されることを見た｡

3節では結束型としての社会関係資本形成を地

区レベルと個人レベルに分け､多面的に接近した｡

その際に､課題は残るものの非商業取引を社会関

係資本の代理変数として扱った結果､非商業取

引比率が高い三渓地区の独自性や､地域通貨取引

図4 個人レベル非商業取引ネットワーク図

表5 地区内非商業取引のネットワーク密度

地区名 旭 栄 l｣｣石 九 古 香 小 上 長 東 苫
浜 見 重 丹別 川 漢 旦見 川 平 島 川 前

地区内ネットワーク密度 0 0 1.000 0 0.036 1.000 0.333 1.000 0 0 0 0 0.033



全般が強く地理的な制約を受けるために地区申取

引が地区間取引よりも活発であることが示された｡

地区内取引を考慮にいれた形で定義された ｢地区

の強さ｣は地区人口で割 り引 くことにより､再び

非商業取引における三渓地区の重要性を示 し､そ

の結果を裏付けるインタビュー調査が得 られた｡

結束型としての社会関係資本は強化 ･維持 ･形成

の3通 りの捉え方ができるが､地区レベル分析は､

新規形成よりも既存の社会関係資本の強化 ･維持

という形式で地域通貨が流通 していることを示唆

している｡ 勿論､商業取引が非商業取引を牽引し

ている側面はあるが､それだけでは三渓地区の独

自性を説明できない｡

個人レベル分析では地区内の非商業取引のネッ

トワーク密度を調べた結果､三渓地区において結

束型の側面を持つ社会関係資本が充実 しているこ

とが示唆されると同時に､古丹別と苫前が歴史的､

文化的な相違から結束型の側面を持つ社会関係資

本が不足 していることが示された｡

地域通貨導入の初期段階において､結束型の社

会関係資本は強化 ･維持の側面が強 く表れること

が多面的接近により示唆 されるが､地域通貨流通

が住民に浸透するにつれて新たな人間関係の創

出の側面が顕在化 して くると考えられる｡ しか し､

この点に関しては第二回実験の結果を待ち､今後

の課題 としたい｡

最後に今後の研究課題を論 じる｡地域通貨導入

の初期段階において､ネッ トワーク分析 とアン

ケー ト･インタビュー調査を用いた多面的接近法

は､既存 ･新規の社会関係資本の分布状況やその

変遷を明らかにしつつ､その希薄な部分を特定化

し､住民に情報提供することを可能にする｡ 住民

が地域における社会関係資本の実態を認識 し､住

民自身の意識や行動を変えることにより､地域経

済やコミュニティを支える社会関係資本が豊かに

なる可能性を生み出すのである｡ 地域住民の持つ

｢住民知｣を広げるような情報を提供 してい くこ

とが今後の重要な課題となるが､多面的接近法は

その中の有力な候補の一つと言えよう｡

このような多面的接近に基づいて行われる､地域

の経済的 ･社会的ネットワークに関する総合的診断

を ｢地域 ドック｣と呼ぶ (西部 (2006a)(2006b)12))0

地域 ドックは診断結果を地方自治体や住民に提供す

ることにより､自己点検や反省を促し､意識や動機

の変化を迫るとともに､将来の課題を発見 しそ

の解決のための行動を起こすことを促す｡その際､

FGDが生み出す対話型解決策は住民の主体的な

あり方やメディアとしての地域通貨制度を含めた

社会関係資本の形成にフィー ドバックされる｡こ

れは､進化主義的な地域発展 と呼びうるものであ

ろう｡
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【注】

1)シルビオ ･ゲゼルの主著 ｢自然的経済秩序｣は､

インターネット上で日本語訳を読むことができる｡

｢シルビオ ･ゲゼル研究室｣

http‥//www3.plala.or.jp/mig/gesell/nwo-jp.html参照｡

2)西部忠 (北海道大学)を統括調査リーダーとし

たわれわれ調査チームは北海道商工会議所なら

びに苫前町商工会議所が主催した第一次苫前町地

域通貨流通実験の調査依頼を受け､地域通貨流通

ネットワーク調査ならびにアンケー ト･インタ

ビュー調査を実施した｡地域通貨流通ネットワー

ク解析は吉地望 (旭川大学､執筆時は北海道大学

21世紀coE｢トポロジー理工学の創成｣に所属)
をリーダーとし､アンケー ト･インタビュー調査

については草郷孝好 (大阪大学)がリーダーとな

り､その下で北海道大学大学院経済学研究科博士

地域通貨を通じた社会関係資本形成への多面的接近一一通貨流通ネットワーク分析とアンケートインタビュー調査に基づく- 219



課程に在籍する大学院生4名 (栗田健一､吉田昌幸､

山本堅-､吉井哲)が協力する形で行われた｡

3)職業､役割､年齢､性､コミュニティへの愛着に

おける違い､などC

4)消費者､地域住民､団体リーダー､など｡

5)苫前町地域通貨流通実験に関しては西部編 (2005)､

書地 ･西部 (2006)を参照｡

6)詳 しい分析結果については (西部編2005)の第
二章を参照｡

7)対象は婦人会､苫前町役場､商店街 (古丹別､

苫前)､商工会青年部､老人会､北るもい漁協､町

内会連合会､苫前商業高校､社会福祉協議会､苫

前町振興公社､苫前クリニック､1A苫前町である0

8)アンケー トは計三回行われた｡実施期間､回収

率は以下の通 りである｡

第-回 :2004年12月13日から同年12月18日 (回収率

40.07%)

第二回 :2005年1月24日か ら同年1月31日 (回収率

89.07%)

第三回 :2005年3月7日か ら同年3月13日 (回収率

85.04%)

9)個人レベルネットワークに関する分析結果を以
下に示す｡

第…一次苫前町地域通貨流通実験結果

流通実験期間 2004年11月22日より2005-年2月20日まで

総換金枚数=総発行枚数 2192枚 (2d)5/4/8最終確定)

総主体数 (個人､特定事業者､諸団体) 272主体

紙券回転数

回転数1 1765枚

回転数2 312枚

回転数3 78枚

回転数4 37枚

回転数5 0枚

紙券流通枚数 2771枚

総取引額 1,385,500P

平均取引額 5,093.75P

苫前町地域通貨ネットワークー(通称TCCN)のネットワー
ク特性 (個人レベル)

総ノード数 平均次数 クラスタ係数 平均経路長

※クラスタ係数と平均経路長における括弧内の数字

はTCCNと同じノー ド数と平均次数を持つ場合のラ

ンダムネットワークから生み出されるそれぞれの

数値を表す｡

10)例外は旭 と九重である｡この2地区は概算で約

10km離れている｡
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ll)地区間距離は車で移動できる最短距離で計算さ

れているが､地区の中心があるわけではないので､

道路があ りかつ地区の中心に近いところを起点と

して地区間距離 を概算 した｡この方法を使 う利

点は地理的な距離が短 くても山を･一つ挟んでおり､

移動するには時間がかかるケースを回避すること

が出来る点にある｡

12)進化主義的制度設計については西部 (2006b)を

参照いただきたい｡それは､プラットフォーム制

度 としてのメデ ィアの設計に関わるものであ り､

進化主義的な地域開発政策はこれを前提として展

開されるO住民 と地域通貨制度の相互作用の中

で地域通貨制度のパラメータ等のファインチュー

ニングなどの漸次的変更は行われるが､ ドラス

ティックな制度変更は行われない｡
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Amulti-facetedapproachtowardformationofsocialcapitalby
communitycurrency

-basedonnetworkanalysesofcirculationflOwofcommunitycurrency

andsurveybyquestionnaireandinterview-

NozomiKichiji(AsahikawaUniversity)KenichiKurita(HokkaidoUniversity)

SatoshiTanda(HokkaidoUniversity)MakotoNishibe(HokkaidoUniversity)

1nthisstudy,wehaveinvestigatedtheeffectsofTomamae-chocommunitycurrencyontheformation

ofsocialcapital,whichincludedtwoaspects:"bridging"and"bondingJ'Similarly,communitycurrency

formlngsocialcapitalalsohastwoaspects･

ⅠntheTbmamae-chocommunitycurrencysystem,non-commercialdealingsareimportanttobridge

structuralholesinthenetworkofcommercialdealings･Therefore,developlngnOn-COmmerCialdealings

withinacommunityplaysanimportantroleinintraregionalcirculationofcommunitycurrencyinthe

longrun.

Duringtheinitialstageortheintroductionofcommunitycurrency,wefわundthatthenetwork

ofnon-commercialdealingsrenectsexistingsocialcapitaltosomeextent.Weconsideredthenon-

commercialdealingsasaproxyvariableforsocialcapitalandanalyzedtheinterreg10nalnetworksusing

thedirectionalandweightednetworkmethod･Asaresult,wefわundthatSankeidistrictismoreactive

innon-commercialdealingsthanthetwobigcommercialcenters,KotanbetsuandTomamaedistricts･

Thiswasalsoconfirmedbytheresultofasurveybyquestionnairesandinterviews.

WeconfirmedtheexistingsocialcapitalinthereglOnbycross-checksusingnetworkanalyses,

questionnaires,andinterviews･Attheearlystageofintroductionofcommunitycurrency,amulti-

facetedapproachthatincludesnetworkanalyses,questionnairesandinterviewsclarifiedthe

distributionsandtransitionsofneworexistingsocialcapitalandprovidedusefulinformationto

reglOnalresidents･

Recognitionoftheactualconditionofthesocialcapitalbyresidentsinaregionandachangein

theiroplnionsandbehaviorscouldgeneraterichsocialcapital,whichcansupporttheireconomyand

community･

Infuture,weneedtoprovidetheinformationthatextends'Lresidentknowledge"toregionalresidents

uslngamulti-facetedapproach･

Keyword:communitycurrency,socialnetworkanalysis,socialcapital
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